
岐阜県経済の現状 

平成２５年３月分 

岐阜県商工労働部 
※企業等へのヒアリングは３月２８日～２９日を中心に実施し、４月１０日に作成。 



県内中小企業の景況感ＤＩ
は年明け以降５ヶ月連続
で悪化していたが、わず
かに改善した。 

景気動向・製造業 

1 

◆円安による為替差益が出ており、賞与が満額回答となった一方、国内の売上げは上がっていない。 
◆工場生産能力は90％程度になった。残業も発生しており忙しくなっている。円安の影響により海外で車が売れていることが要因になって 
  いると思われる。今後も短期的には好調を見込んでいる。 
◆中国への売上げはゆっくりとではあるが回復しつつある。北米向けは変わらず好調である。 
◆３月の売上高は前月比105～110％。円安が追い風になり生産量も増えている。 
◆出荷量は対前月では2.6％増加した。トヨタ全体の生産量が伸びており、出荷量増になっている。  （以上、自動車用部品） 
◆中国現地法人では100％を超えフル操業となったため、仕事を少し国内に移した。（非鉄金属） 
◆売上げはピーク時の80～90％程度に上昇。前年同月比で120％程度となるなど、売上げが上がってきた。（生産用機械） 
◆春夏製品である冷麺関連製品は受注・販売ともに増加傾向。 
◆2月までの売上げは前年並みとした予算を5億円上回っている。3月の売上げも計画を上回る見通しであり、引き続き業績を伸ばしていき 
  たい。（以上、プラスチック） 

◆荷量としては例年と比べやや好調。太陽光発電関係の物流が結構良い。（運輸業）   

現場の動き 

自動車用車体の減産などが響き、指
数が下降。 

○１月の景気動向指数（ＣＩ、一致指数）は１０１．
８と前月から２．２ポイント上昇。県内中小企業
の景況感は、４ポイントの悪化。 

○１月の鉱工業生産指数は、５．４％増の ８３．４

となった。製造業及び非製造業の売り上げは横
ばい傾向。 
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県内企業の売上高ＤＩ（増加－減少）の推移
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1月 101.8



製造業－２（業種別） 
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現場の動き 

○２月の工場向け販売電力量は、全ての産業で 
 前年を下回っており、構成比の大きな機械がこ 
 のところ特に減少幅が大きくなっている。 

◆3月の景況は最悪といっていい。対前年比でもかなり悪い。春物のオーダーが入ってこない。冬物の在庫はおおむねさばけたが、そも 
  そもセール品で売っているため利益はない。（アパレル） 
◆冬物は昨年並みの売上げであり、なんとか現状を維持できた。今後はギフト商品などが動いてくる季節だが、ＧＷ明けからのブライダ    
     ルギフト商戦まではあまり期待できない。（陶磁器） 
◆特別この商品が伸びているということはなく、全体的に調子が良い。（紙関係） 
◆1～3月にかけて好調だった。都市部の戸建てやマンションが売れていることが原因と分析している。（木工） 
◆景況は相変わらず悪い状態が続いている。ただし、年明けからの円安により、顧客からの問い合わせ等で良い兆しは感じている。 
  （刃物） 
◆景況は非常に悪い。消費者にお金がなく、余分な物にお金を使わないからだと分析している。（食品） 

○１月の生産指数は、電子部品・デバイスで低下し
たものの、輸送機械、機械工業、一般機械等が
上昇した。 
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一般機械

電子部品・デバイス

輸送機械

電気機械

1月：104.2

窯業・土石

化学工業
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金属製品

1月：113.7
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○２月の輸出額（名古屋税関管内）は、１３，４６４億円で前年同月比４％増。 

○中国向け輸出は主力の産業が全て減少したことで前年同月比１２．８％減となった。逆に、アメリカ向け輸出は主
力産業が全て増加したことで１３．１％増となり、直近17カ月中16カ月で前年を上回っている。 

3 

１２月のアメリカ、ＥＵ、中国への
輸出額は６，９４２億円で、輸出額
全体の５４．０％を占める。 

平成２４年第Ⅳ四半期の輸出
向け売上高ＤＩは、前期に引き
続いてマイナスとなった。 

２月の中国向け輸出額は１２．８％の減 

２月の米国向け輸出額は１３．１％の増 
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◆円安の影響は、燃料の価格契約をしていない小規模の運送業では早速影響が出ている。今後、燃料、輸入材の価格
上昇を価格転嫁できないところがでることが心配。（金融機関） 

◆原料の3割程度を輸入している。円安が進むことにより徐々に輸入原料のコストが上昇しているため、円安はマイナス 
     要因である。（食料品製造） 
◆原油価格の高騰が製造コストを押し上げているが、販売価格への転嫁が難しく利益を圧迫している。（食料品製造） 
◆2月の売上げ対前年比は全体で7.5％増となった。大型建機の海外輸出が伸びたことが影響している。 
◆中国に工場を持つ外国メーカー向けの輸出や、タイ向けのエアコン部品の輸出が回復してきている。6割を輸出が占め 
     ているので円安はありがたい。 
◆中国情勢等の影響が少なくなり、中国工場への直接出荷分は通常の出荷量にもどったところ。（以上、輸送用機械） 
◆原料価格は、４月から価格が上昇する見込み。（電気機械） 

海外情勢の影響（直近の円安の動きについて） 

◆原材料である鉄は円安による値上げが予測されるが、  
  まだ動きは小さい。 ただし燃料費の高騰は影響を受け 
    ている。 
◆円安による輸入材料の値上がりが製造原価の上昇を 
  招き、販売価格の値上げが必要になってくる。 
 （以上、生産用機械） 
◆原油価格が高値圏で推移している現状から材料価格 
  が12％程度上昇している。製品価格への転嫁はタイム 
  ラグがあり当面収益圧迫傾向にある。 
◆円安の影響により、4月から原材料費が値上げになる 
    予定である。 
  （以上、プラスチック） 0
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設備投資 

○生産用機械の受注額は、海外受注が減少した
ことで、４期連続のマイナスとなった。 

○設備投資意欲ＤＩは、改善傾向。 
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現場の動き 

◆円安による輸出増加が直接影響する業種ではないが、各社の投資が積極的になり始めたのかもしれない。 

◆海外からの大型印刷ラインの受注があり受注額が増加した。国内の印刷機の商談・引き合いも活発化してきた。 

  （以上、生産用機械） 
◆受注は多少増加傾向にあり、見積もりが少しずつ受注に繋がり始めた。（はん用機械） 

○「補修・更新」といったやむを得ない理由が減少
し、「生産能力拡大・売上増」といった前向きな
設備投資が増加した。 

海外は、９期ぶりに前年の水準を
下回る。 
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設備投資実績と設備投資意欲ＤＩ（上昇－下降）
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住宅・建築投資 

○２４年１０－１２月期の建築着工は、商業、
サービス業用が増加したものの、鉱工業が減
少し、前年同期比４．９％減となった。 
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現場の動き 

◆今後の円安の推移による外材からの国産材へのシフトと、消費税がアップされることでの需要増加を期待している。 
  （木材市場会社）   
◆円安のため外材が入りにくくなっているが、無垢材の需要は高まっていない。 
◆プレカット業界では、消費税導入前に設備投資を考えているところが多いと聞いている。（以上、製材所） 

○２月の住宅着工は、貸家が減少したものの、構成
比の大きな持家が増加したことで、全体では前年
同月比１０．４％の増加となった。 

５月の新設住宅着工床面積は、持家が▲１５.３％、貸家
が▲３４.２％、分譲が▲１０.２％といずれも減少し、全体
では▲１７.３％となった。 
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公共工事 

○２４年度内に県内で実施された公共工事請負金額は１，６３３億円で過去最低を更新。 

○２５年１－３月期の公共工事請負金額は、国、市町村、独立行政法人からの発注が減少しているた
め、対前年同期比３．５％減と４期ぶりに前年同期の水準を下回った。 

7 

県内建設業の受注量DIは上昇傾
向にある。 

現場の動き 

◆積雪の影響も少なく順調に工事も進捗し、建設業者の手持ちの仕事は減少傾向にある。一方、大型補正による公
共工事が控えていることもあり、業界の雰囲気は明るい。 （業界団体） 
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【大型店総括】【専門店総括】食料品は堅調に推移。特にイベント時の反応がよく、客単価も徐々に上昇の兆しあり。 
◆来客数は全体で前年同月比101％。昨年よりやや良い程度。 
◆来場客数は対前年同月比100％、売り上げは98％程度。来場客数に比例するはずの飲食店が苦戦。 

◆直営店の売り上げがよく、特に今月も食料品が好調だった。 

◆新生活関連品も順調で対前年同月比105％の伸び。衣料品も持ち直してきており、特に気温上昇に伴い春物の売れ行きが加 

  速したことで103％程度となった。 

◆来客数、売り上げともに対前年105％と良かった。衣料品については春物の売り上げが好調だった。（以上、大型小売店） 
◆今月は全体的に好調だった。中でも、ゴルフやテニスなどの屋外スポーツ関連が好調で、前年を大幅に上回った。（スポーツ 
  用品） 
◆白物は冷蔵庫、洗濯機がややマイナス、一方でエアコンや空気清浄機が好調だった。（家電） 

個人消費（流通・小売） 

○１月の大型小売店販売額は、対前年同月比１．０％増と６ヵ月連続の増加となった。また、２月の自動
車販売は前年同期比１０．６％減と６カ月連続の減少となった。 
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現場の動き 

２月対前年同月比 

        １０.６％減 
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（対前年同月比増減率）
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◆売上げは前年同月比で4割減。（大垣市ブティック） 
◆前年同月比で2割増。2月がよくなかったが、その分を3月に購買したようだ。（大垣市スポーツショップ） 
◆春休みに入った時期から、例年になく、親子連れや若い人が増えている。（柳ヶ瀬商店街） 
◆春休みに入った時期から、観光客が多くなってきた。（高山市商店街） 
◆春休みに入り、学生の卒業旅行や若い人の観光客が多くなった。（高山市和菓子店） 
◆デフレを脱却しておらず、イベントを実施してもお客さんが来なかった。（アクティブＧ） 
 

個人消費（流通・小売）－２ 
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現場の動き 

○平成２５年第Ⅰ四半期の小売業について、売上高、販売額ともに上昇傾向。 

小売業の販売価格は、下げ止まり基調
が続く。 また、サービス業（余暇関連）
の販売価格についても持ち直しの動き
が見られる。 -90
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（年）資料：（財）産業経済振興センター「岐阜県の景況調査」

県内企業の売上高ＤＩ（増加－減少）の推移

飲食店

サービス業（余暇関連）

小売業
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資料：（財）産業経済振興センター「岐阜県の景況調査」

県内企業の製品販売価格ＤＩ（上昇－下降）の推移

サービス業（余暇関連）

小売業



観 光 

○平成２４年第Ⅳ四半期の宿泊客数は、長良川
温泉が前年同期比５．７％増、高山地区（旧高
山市）が５．９％増と引き続き増加したものの、
下呂温泉は１．２％と引き続き減少した。 
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現場の動き 

○主要観光地における２月の観光客数は、前年同
月比 ３．２％増と３ヶ月ぶりに前年を上回った。一
方、主要宿泊施設における宿泊者数は、同６．８％
減と４ヶ月連続で前年を下回った。 
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（％）

（月）

主要観光地点の客数及び主要宿泊施設の宿泊者数の推移

主要観光地点（50カ所）の来客数

主要宿泊施設（19カ所）の宿泊者数

（対前年同月比）

※県観光課 調べ

2月 3.2%

2月 ▲6.8%

◆施設によってバラツキはあるものの、インターネット予約などを中心に総じて前年の水準を概ね確保している模様。インバウン 
  ドはアジアを中心に緩やかな回復の動きが続いており、4月以降の予約にも動きが見られる。 （宿泊施設の総括） 

◆３月は団体客が少ない一方インターネット予約（前年比２割増）など個人が伸びた。 （岐阜市内の宿泊施設） 
◆３月は学生団体や卒業旅行が好調で、インターネット等の直前予約も動きがある。 
◆インターネット予約は間際予約が中心だが、前年同期に比べ宿泊単価が増加している。 （以上、下呂市内の宿泊施設） 
◆４，５月にかけて団体の動きが出ており、個人客もゴールデンウィークを中心に動きが見られる。 （恵那市内の宿泊施設） 
◆インバウンドは国別で差異があるが、震災前レベルの水準には戻ってきている模様。 （奥飛騨の宿泊施設） 
◆震災前の水準には回復していないが、高山全体として４月の先行受注に期待感がある。 （高山市内の宿泊施設） 
◆台湾が完全に震災前の状況に戻っているほか、韓国が復調傾向。 （下呂市内の宿泊施設） 
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県統計課「統計で見る最近の県経済」
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＜新規融資実績（月別）＞ 

資金繰り 

○新規融資実績は２１年の秋口から沈静化が続いている。 
○足元の資金繰り及び借入難易度は回復基調が一服している。 

◆年度末で融資の取り組みを強化しているが、状況はまったく変わっていない。 

◆条件変更にはこれまでどおり対応している。申込件数にも変化がなく、金融円滑化法期限を前にした駆け込みもない。  
◆経営支援については、これまで以上に関与を深めていくつもり。 （以上、金融機関）     

現場の動き 
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県信用保証協会事故報告受付状況
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（年）資料：（財）産業経済振興センター「岐阜県の景況調査」

県内企業の資金繰りＤＩ（好転－悪化）及び

借入れ難易感ＤＩ（容易－困難）の推移

借入れ難易感ＤＩ

資金繰りＤＩ
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セーフティネット５号保証承諾実績（H25.2月末） 

セーフティネット保証 

 経済環境の急激な変化に直
面し、経営に支障を生じている
中小企業者への資金供給のた
め、県信用保証協会が通常と
は別枠で保証を行うもの。 
※５号:全国的に業況の悪化し
ている業種に属する方 

○資金繰りを改善するための運転資金である「経済変動対策資金」の融資実績は、２１年秋以降減少傾
向が続いている。 

○引き続き、製造業・建設業の利用が多く、従業員５名以下の零細企業が半数以上を占める。 

資金繰り－２ 

0～5人 

51.5 

6～20人 

33.7 

21人以上 

14.8 

県制度融資  利用企業規模別割合 
（H23年4－H24年3月計） 構成比

（％） 

（件数ベース） 

製造業 

28.1 

建設業 

16.6 

小売業 

13.6 
卸売業 

10.9 

飲食業 

3.6 

その他 

27.3 

特別経済対策資金  利用企業規模別割合 
（H23年4－H24年3月計） 構成比

（％） 

（件数ベース） 

５名以下の零細企
業の利用が半分以

上を占める 
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資料：㈱東京商工リサーチ岐阜支社「岐阜県下企業倒産月報」

注:負債総額1千万円以上の企業が対象

企業倒産の推移（岐阜県・暦年計）

倒 産 

○平成２５年２月の倒産件数は前年同月から６件減
少の８件となった。 

○平成２４年の倒産件数は１６８件となり、前年から
２９件減少。負債総額は平成１０年以降最も低い
水準。 

○業種別では、建設業と製造業で約５割を占め
ている。 

13 

◆２月の県内倒産件数は８件と、前年同月から６件減少、前月から１１件減少となっており、２月単月の倒産件数としては、過去２
０年間で、最低となった。 

◆返済猶予を受けているが、業績回復に至っていない中小企業が散見され、金融円滑化法の延長期限を迎える3月に向けて、
緩やかに増加を辿ることは否定できない。 

専門機関の分析（東京商工リサーチ） 
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建設業の割合

（株）東京商工リサーチ岐阜支店「岐阜県下企業倒産月報」

負債総額１千万円以上

建設業 49 

製造業 32 

小売業 26 

サービス業他 31 

卸売業 15 

情報通信業 4 

不動産業 6 
運輸業 5 

農･林･漁･鉱業 0 

業種別倒産件数(岐阜県・平成24年累計） 

東京商工リサーチ「岐阜県下企業倒産月報」 
負債総額1千万円以上 

546

8

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

0

5

10

15

20

25

30

35

40

20.1 4 7 10 21.1 4 7 10 22.1 4 7 10 23.1 4 7 10 24.1 4 7 10 1

負
債
総
額
（
百
万
円
）

倒
産
件
数
（
件
）

（月）
負債総額 件数

企業倒産の推移（岐阜県・月別）

資料：㈱東京商工リサーチ岐阜支社「岐阜県下企業倒産月報」



雇 用 

○２月の有効求人倍率は０．９７倍と３カ月ぶり
に低下。また、新規求人倍率も１．４７倍と前
月から０．０８ポイント低下。 
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◆期間工では契約更新をせず、現在の3分の1ほどに縮減する。（輸送機械） 
◆即戦力の営業を募集中で11月に1名採用した。営業職は引き続き募集している。（電気機械） 

◆ 3月に派遣社員を5名増員した。（非鉄金属） 
◆退職補充の中途採用を募集したが、最近は応募が減っており、思う人材も少なく採用に苦労している。 

◆専門知識を持つ技術者の中途採用に注力しているが、求める人材がいない状況である。（以上、生産用機械） 
◆人手は過剰感が強い。 

◆3月度も計画数減少が見込まれるため、一部期間従業員において休業補償対応での休業依頼を実施。（以上、はん用機械） 
◆来月からの増産を見込み、派遣社員を２～３名増やす予定。（金属製品） 
◆1月以降は出荷量が増加したことにより業務量が増えており、残業等により対応している。 

◆4月に高卒者8名を採用予定である。（以上、プラスチック） 

現場の動き 

○１月の雇用保険受給者人員は８，５０８人と前年
同月と比べて１２．２７％増加した。 

有効求人倍率が1倍を回
復するのは、４３カ月ぶり。 
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雇 用（職業別） 

○ 「事務職」や「運搬・清掃等職」では求職者数と求人募集数のギャップが大きい。 
○新規求人は、輸送用機械や金属製品等のほとんどの産業で減少した。 
○雇用調整助成金は震災直後に急増したものの、このところほぼ横ばい状態。 
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資料：厚生労働省「雇用調整助成金等に関する「休業等実施計画届」受理状況」
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関

岐阜八幡

岐阜

高山

美濃加茂

（原数値）

中津川

恵那

大垣

多治見

2月：0.81倍

（恵那）

2月：1.26倍

（中津川）

2月：1.36倍

（美濃加茂）

2月：0.68倍

（八幡）

県全体

＜ハローワーク多治見＞ 
◆求人者数、求職者数ともに増加。 
◆来所者数は増加している。  
◆雇用調整助成金の件数、雇用保険受給者数は増加。   
＜ハローワーク恵那＞ 
◆ 求人者数は減少。求職者数は横ばい。  
◆雇用調整助成金の件数、雇用保険受給者数は横ばい。 
＜ハローワーク中津川＞ 
◆求人者数、求職者数ともに増加。  
◆雇用調整助成金の件数、雇用保険受給者数は減少。 
＜ハローワーク高山＞ 
◆求人者数は増加、求職者数は横ばい。  
◆雇用調整助成金の件数、雇用保険受給者数は減少。 

雇 用（地域別） 
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＜ハローワーク岐阜＞ 
◆求人者数、求職者数ともに減少。 
◆来所者数も減少している。 
◆雇用調整助成金の件数、雇用保険受給者数は減少。 
＜ハローワーク大垣＞ 
◆求人者数、求職者数ともに減少。 
◆雇用調整助成金の件数、雇用保険受給者数は増加。 
＜ハローワーク関＞ 
◆求人者数は減少だが、求職者数は増加。  
◆雇用調整助成金の件数は横ばい。 
◆雇用保険受給者数は増加。 
＜ハローワーク美濃加茂＞ 
◆求人者数は横ばいだが、求職者数は増加。 
◆来所者数は増加している。 
◆雇用調整助成金の件数は減少。 
◆雇用保険受給者数は増加。 

【１倍以上】 
美濃加茂：1.36(ﾌﾟﾗｽ0.17) 
中津川：1.26( 0.00) 
岐阜：1.21(△0.02) 

【１倍未満】 
関：0.99(△ 0.01) 
大垣：0.88(ﾌﾟﾗｽ0.02) 
高山： 0.88( 0.00) 
多治見： 0.83(△0.13) 
恵那：  0.81(△0.01)    

岐阜県：1.04(△0.02) 

【ソニーＥＭＣＳ美濃加茂サイト関連】 
○従業者数  
 平成24年10月末：2,160人（外国人835人） 
 平成25年3月末  ：        0人 

◆サイトの閉鎖に伴い、外国人求職者が急増している。増加して
いる外国人求職者は、製造請負の会社で送迎があり、通訳も
配置されていたため、同条件での再就職を希望する者が多い。 

◆サイトに直接雇用されている日本人は、ソニー内での受付業務
等に従事していることから、退職後に求職活動を行うものが多
いと思われる。 

◆サイトに製造請負として就業していた日本人は、自己通勤が可
能な若者が多く、請負会社内での転勤や他の請負事業者への
転職も多くハローワークへの求職申し込みが少ない。 

  （ハローワーク） 
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新規学校卒業者の就職状況（高校卒業者）
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卒業者にしめる就職希望者の割合
は、平成２１年度に急落し、調査開始
以降最低の水準に。 

＜ハローワーク高山、恵那、郡上八幡、中津川＞  
  ◆２０１３年卒業者に対する求人は、昨年と比べて増加している。 
＜ハローワーク岐阜、多治見、美濃加茂＞   
  ◆２０１３年卒業者に対する求人は、昨年と比べて減少している。 

現場の動き（求人の状況） 

○高校卒業者の就職率はほぼ横ばい。就職希望者割合が上昇し、求職者が増加したことで就職内定
者数は増加している。 

１月末現在 

現場の動き（内定の状況） 

＜ハローワーク岐阜、大垣、 多治見、郡上、美濃加 
  茂、中津川＞   
 ◆２０１３年卒業者の内定状況は、昨年と比べて、 
  上昇。 
＜ハローワーク高山、恵那、関＞   
 ◆２０１３年卒業者の内定状況は、昨年と同程度。 

１月末就職率 



【岐阜県内の主な大学】 
 ・2月末の内定率は87％と昨年度並みで推移している。 
 ・内定率は98％と昨年度を上回る状況であり、未内定学生の動向を確認する予定。 
 ・内定率は84％と昨年度を上回る状況であり、就職活動対象の学生もわずかながら残っているため、継続して支援。 
【愛知県内の主な大学】 
 ・2月末の内定率は90％と昨年度を数％上回っている。 
 ・内定率は82％で、昨年と比べると5％程度上昇している。 
 ・内定率は88.2％と昨年に比べて3％程上昇している。 

雇 用（大学・短大新卒者の就職） 

○大学・短大卒業者の内定率については、下げ止まりの動きが見られ、全国・岐阜ともに過去３年間
で最も高くなった。 

○25年3月の卒業予定者については、昨年度より改善傾向にある。 
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資料：厚生労働省「大学等卒業予定者の就職状況調査」

4月1日現在

2月1日現在

12月1日現在

10月1日現在

3,219 3,213
3,499

1,162
1,295

1,258

1,227
1,169

1,112

70.0

70.5

71.0

71.5

72.0

72.5

73.0

73.5

74.0

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

5,500

6,000

平成22 23 24年度

進学者

未内定者

内定者

内定率

大学・短大卒業者の進路先（1月末現在）（人） （％）



-30

-20

-10

0

10

20

30

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ

H19 H20 H21 H22 H23 H24

（千人）

非労働力人口 就業者数 完全失業者

非労働力人口、就業者数、完全失業者の推移

（対前年同期差）

資料：総務省統計局「労働力調査」

平成20年秋以降急低下して

いた、製造業の所定外労働
時間は、回復傾向で推移。 

非労働力人口→就業者 

（職探しが容易であった
頃） 

就業者→完全失業者 
（職探しがだんだん困難に） 

雇 用（完全失業率） 

○平成２４年第Ⅳ四半期の完全失業率は３．１％と０．２ポイントの低下。 

○平成２１年以降職探しが非常に困難な状況が続いたが除々に緩やかになり、平成２２年第Ⅲ四半期
以降は改善の兆しも見られた。しかし、直近は再び減少局面に。 
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就業者→非労働力人口
（職探しが困難） 

改善の
兆し 

就業者→非労働力人口
（職探しが困難） 
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資料：総務省統計局「労働力調査」

注１：東海は、岐阜県・静岡県・愛知県・三重県の４県、注２：平成23年3月～8月の全国値は岩手、宮城及び福島県を除く

※全国、東海は季節調整値

岐阜はモデル推計値

全国＜2月＞4.3％

東海＜10-12月期＞3.5％

岐阜＜10-12月期＞3.1％

50

100

150

19.1 7 20.1 7 21.1 7 22.1 7 23.1 7 24.1 7 25.1

所定外労働時間指数（５人以上の事業所）の推移

（平成17年=100）

資料：県統計課「毎月勤労統計調査」から算出
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＜経済・雇用の現状（総括）＞ 
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○製造業全体では、円安により収益面で改善傾向にあるものの、原材料価格の上昇が始
まるとともに、燃料費が高騰している。先行きについては、比較的明るい声が多い。 

  はん用機械や生産用機械においては、海外からの受注があるなど引き合いが活発化し
始めている。 

○直近の円安の動きについては、輸出が増加する一方で、原材料価格の上昇により製造
コストを押し上げているが、販売価格への転嫁が難しく利益を圧迫し始めている。 

○地場産業は、紙及び木工は好調であったが、依然として消費意欲の減退や海外製品と
の競合、原材料費の値上がりなどにより厳しい状況が続いている。  

○小売については、食料品の売上げが順調に推移しており、衣料品についても春物の売上
げが好調。商店街についても春休みに入った時期から客足が増えている。 

○観光は、施設によってバラツキはあるものの、天候不順の影響等から前年の水準を僅か
に下回っている模様。インバウンドはアジアを中心に緩やかな回復が続いている。 

○雇用面では、雇用を調整する企業がある一方で、業務量の増加により雇用を増やす企   

  業もある状況。雇用にあたっては技術職や即戦力の人材を求めているが採用に苦慮し  

  ている企業が多い。  

○企業の資金繰りは、改善傾向が一服し、ほぼ横ばい状態にあるが、新規借入れ需要は
依然少ない。 


